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令和 3 年度 事 業 報 告 書

生産1里:製歴里ユ生」:」:塾二
=:虚
!堕旺

1 事業の成果
第 12期の活動は、地域貸し会議室及び仮想会議室などをお借りして理事会を2回開催しました。

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、定時社員総会の開催を行いませんでした。

今期はほとんど休眠に近い状況で推移いたしました。したがって活動は殆どありませんでした。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 5  】千円)

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【 0  】千円)

定示 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

相互人材交流

支援事業

介護・看護・建設関連の

人材交流の企画

随時検討 貸し会議

室 7人 不詳 不詳 5

疋 示 に記 取
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

貿易コンサル

ティング事業
新鮮野菜・果物市場への参入調査等 理事会も

含め検討
仮想会議

室 (Web
会議 )

5人 0



書式第 14号 (法第 28条関係 )

令和 3 年度 活動計算書 (その他事業がb=登場合
日

ヽ
ノ

人

事 業 報 告 用

支援連

特定非営利活動に係る事業 その他事業
科 目

金   額 小計・合計 金   額 小計・合計
合計

5,000
5.000 5,∞0

受取補助金

受取利息

2

正会員受取会費
贅助会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

事業収益
事業収益
事業収益

5.(XЮ 5.(XX

(1)人件費
給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

(2)そ の他経費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

5.∝Ю 5,000

5.(XЮ 5.000

(1)人件ヨ
役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

(2)そ の他経費
消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費

2

5.000 5.∝Ю

編 A B -5 000 5000

過年度損益修正益

災害損失

D

当 明 コ  | C D

饉 電 区
味 :願 ( )+②+③・・・④ -5」∞ 5.000 0

人

)― (iに
833
R33

:=ヨ 収 蜀

ヨ
' 
用



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 3 年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日中人材交流支援連合

金 ロ田

2
1

の

(2) 形

3 の

現金預金

未収金

棚卸資産

車両運搬具
什器備品

ソフトウェア

借地権

敷金
長期貸付金

833

833

【A】 資 産 合 計 ①+② 833

B-2

2

+
の

正

正

1

正  味

B-1

未払金

預 り金

長期借入金
退職給付引当金

833

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 833

■■日||||■■■■口鵬 m‖ |||■

]

||IFヨ■
iFヨ

ζ

産  の  部
Ij●ヨ

扇r浜‐ョ



書式第 17号 (法第 28条 関係)
事 業 報 告 用

令和 3年 度 財産目録
特定非 活 法人 日 人

1単 4立 :円
金   

“

 ヽ 計
=  
掛

833

販売用寄附物品

);r 1>

〇〇市事業所

2
1

2

長期 金

)

3

OO銀行

現

iξ旨詮1宕普通預金

○○事業未収金
▲▲事業未収金

ソフ トウェア
オペ レーションンステム

文書編集ンフ ト

車両運搬具

事業用車両

敷金
00市事業所

833

【A】 貴 産 合 計 ①+② 833 833

源泉徴収税

り

1

-1

未
峰雰絶基保険が|

長期借入金
00銀行借入金

退職給付引当金
職員

【B-11負 債 合 計 ③十④

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 833

I11

■■■■巨ヨ

‐ 主■日L-5

|[7]

83
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書式第 18号 (法第 28条関係 )

年度年間役員名簿 (腑事彙年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は日所菫
びにこれらのをについての前事彙年度における●目の有

"を
■●した名暉)

特定非営利活動法人  日中人材交流支援連合

1 確認事項 (法第 20条 及び第 21条 を確認の上、チェックを入れて くだ さい。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

口各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガす )

氏 名

前事業年度内の

就任期間

報酬 を受 けた期間

(該当者のみに記入)

1 監事

モ リ

杜

令和3年 10月 1日

令和4年 9月 30日

年:   月   日

年   月    日

2 監事

ヤマタカズヒコ
―一― ―一 ――-1
山田 和彦

 1

令和3年 10月 1日

令和4年 9月 30日

年   月  日

年  月  日

3 監事

オウ ヨウトゥ
-

王 耀東

令和3年 10月 1日

令和4年 9月 30日

年    月    日

年  月  日

4
⌒

理事ヽ〔望
"

リ  イ

李 藝

令和3年 10月 1日

令和4年 9月 30日

年   月  日

年   月    日

5
理事・監事

年

年

月

月

日

日

年   月    日

年 月 日

6 理事・監事
年

年

月

月

日

日

年:   月    日

年   月    日

7 理事・監事

年  月  日

年 月 日

年 月

月

日

日年

8 理事・監事
年  月  日

年  月  日

年   月 日

日年   月

9 理事・監事

年

年

月

月

日

曰

年    月    日

年 月 日

10 理事・ 監事
年

年

月

月

日

日

年   月    日

年 月 日

事 業 報 告 用



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立 。事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人__旦中人材交流支援連合

氏    名

1
王 耀東

2 東 玲子

3 山
田 和彦

4
叶 由佳

5
杜 恵伸

6 李 藝

7
王 振宇

8 韓
敏

9 趙 芳

10
杜 健

11

12


